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研究成果の概要（和文）：　民事紛争処理過程の一環としての民事執行を対象として、執行の実体的正当性を保障する
概念としての起訴責任（訴えに限らず異議等の行動を起こす責任という意味で「起動責任」）概念を検討し、債権者と
債務者におけるその衡平な分配について考察した。
　特に、従来証明責任の分配の観点から単純執行文付与で可能であるとされた過怠約款による執行については、事前に
執行力を公証するという考え方では説明できず起訴責任分配によって正当化が可能である。
　また、過怠約款による執行の場合、単純執行文付与により債務者が事後的に請求異議の訴えを起こす負担を負うのは
、手続分配の衡平の観点からは問題が残るということが明らかとなった。

研究成果の概要（英文）： In this research, I focused on civil enforcement process as a part of a civil dis
pute resolution process and discussed about the concept of  the responsibility of filing an action, which 
justifies a substantive validity of a civil enforcement.
 Especially, to start an execution by default clause, it needs a certificate of execution,which is granted
 only a creditor's petition without any proof of debt default. In contrast, a debtor has to file an action
 to oppose execution.
 From the perspective of  the responsibility of filing an action, it has a problem that debtor's responsib
ility is too much heavy compared to a creditor.
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１．研究開始当初の背景 
 民事執行の場面において、しばしば執行手
続を進行させることを正当化する「起訴責
任」概念は、中野貞一郎教授が Bettermann
の Prozesslast 概念に依拠されつつ、承継執
行の正当化根拠としたところに端を発する。 
 つまり成立した債務名義で債権者が名義
上の債務者以外の者に強制執行をすること
ができるのは、執行当事者間の法律関係につ
いての明確性をもたらすべき新たな訴訟を
提起するという負担を、債権者ではなく債務
者（債務者とされた者）の負担とすることが
できるからであると考えるのである。ここで
は、当初、債権者が果たした名義形成責任が、       
執行債務者の反対名義作成責任として移転
するのであるが、このような名義形成責任を
「起訴責任」という。この「起訴責任」が、
当事者間に「衡平に」分配されていることが、
承継執行の許容根拠となる。 
 このように、当初は承継執行の許容根拠と
して論じられた「起訴責任」であるが、その
後、執行法制の各分野においても正当化根拠
とされるようになり、転換執行、引渡命令、
担保執行の開始と実体異議・抗告等の場面で
も論じられている。 
 
２．研究の目的 
 起訴責任論は、民事執行分野の様々な場面
で、実体的請求権の存在やそれへの依存関係
だけでは説明のできない執行を、事後的な
「起訴責任」負担という手続的概念を媒介と
して正当化する論理と考えられる。 
 そこではⅰ)次の手続的負担を、ⅱ)どちら
の当事者に、ⅲ)どの程度の重さ（訴訟なのか、
異議なのか）で負担を分配するのかを明確化
することが本研究の目的である。 
 また、「起訴責任」の発想は、執行法分野
にとどまるものではない。大阪空港訴訟大法
廷判決（最大判昭和 56年 12月 16日）は、
将来給付の訴えの許容要件として、① 請求
権の基礎となるべき事実・法律関係の存在及
び継続の予測、② 債務者に有利な事情変動
の明確な予測可能、③ ②について請求異議
の負担を債務者に課しても不当でないこと
の３つを挙げている。この③の点はまさに判
決後の起訴責任負担であるが、これが将来給
付の訴えを許容するか否かの要件とされて
いるのである。 
 本研究ではこのように「起訴責任」という
観念が執行の分野に限らず判決手続や ADR
も含めた民事紛争処理過程一般に適用可能
であるとの仮説を出発点とする。すなわち、
紛争の当初から終盤までの紛争処理過程全
体を対象とし、また訴訟のみならず様々な手
続的選択肢を考慮に入れた「起動責任」概念
を明確にし、検証することが本研究の目的で
ある。 
 
３．研究の方法 
 起訴責任理論が妥当するとされている執

行法の各分野の内外の文献を再検討し、手続
負担の衡平な分配について、手続的正義の議
論を手がかりとして考察する。 
 また、執行関係訴訟について、公刊されて
いる裁判例のうち、請求異議の訴え、執行文
付与をめぐる訴え、第三者異議の訴え等の執
行関係訴訟や執行異議、執行抗告について検
討する。 
 これらを手がかりとして、「起動責任」の
理論的基本枠組を明確化し、特に執行文付与
過程に持つ意味を明確化する。 
 
４．研究成果 
(1) 本研究においてはまず、「起動責任」の
着想の元となった「起訴責任」概念の再検討
を行った。すなわち、Bettermann の起訴責任
論は、既判力の範囲と執行力の範囲のズレに
ついて、「抗弁事由」が希少であることから
事後的に正当性を主張する手続を債務者に
負担させても良いとの観点から論じられて
いる。我が国においては、それをよりいっそ
う先鋭化させ、承継執行の許容根拠を①債務
名義形骸化防止の必要性、②承継人に対する
請求の「有理性」、③承継人に対する手続保
障（起訴責任）などを要件とする。 
 どちらにおいても「抗弁事由の希少性」や
承継人に対する請求の「有理性」などの実体
的要素が「起訴責任」転換のポイントとなっ
ていることが指摘できる。 
 本研究においては、この転換が実体的要素
から導かれるのではなく、「起訴責任」の分
配が衡平であるから実体権が確定的でなく
ても転換を認めていると考えた。 
(2) そこで民事紛争処理過程の一環として
の執行過程を対象とし、執行の実体的正当性
の確保のための起訴責任（起動責任）概念と、
債権者と債務者におけるその衡平な分配を
検討した。 
 これにより、従来、証明責任の分配の観点
から、単純執行文付与の場面として捉えられ
てきた過怠約款による強制執行の場面につ
いて、新たな視角から考察することができた。 
 ① まず、その前提として、平成 15 年改
正により執行妨害対策として新たに導入さ
れた債務者不特定執行文（民執 27 条 3 項）
について考察した。これは、債務者とすべき
承継人等を特定しないまま執行時の占有者
に対する明渡執行ができる旨の執行文であ
り、これの付与により、強制執行の正当性の
確保を現実に執行を受ける者からの申し立
てによる手続保障にまつものである。 
 すなわち、債務者不特定執行文では、執行
手続を暫定的に進行させることにより執行
を受ける者からの不服申し立てを誘発し、そ
の者に起訴責任を転換することによって事
後的に実体的正当性を確保していると考え
られる。 
 この点において、債務者不特定執行文は従
来執行文の役割として考えられてきた実体
的正当性の事前保障という機能から乖離し



ていることが指摘できる。 
② このように債務者不特定執行文による
執行が、従来の執行文による事前の実体的正
当性確保という観点とは異なり、起訴責任転
換により正当化できるのであれば、単純執行
文付与の場面として考えられてきた過怠約
款に基づく強制執行についても、同様に考え
ることができる。 
 過怠約款によって強制執行を行う場合、判
例・通説の立場では債権者は債務者の義務履
行の過怠事実を証明することなく執行文の
付与を受けることができる。そして債務者は
請求異議の訴えにおいて、過怠事実の不存在
を立証し執行力の排除をもとめるべきとさ
れている。 
 つまり、過怠約款における単純執行文付与
の段階では、債務者の過怠があるか否かとい
う点について、債権者は何の主張・立証もせ
ず、執行文付与機関も実体的な判断をするこ
とはない。これは証明責任の所在からそのよ
うに解されているのであり、従来の判例およ
び立法過程を検討すると、様々な考え方を経
てこの考え方に落ち着いていることがわか
る。しかし、この単純執行文付与は過怠の有
無を検証しないのであるから、債務名義の執
行力自体を事前に公証しているわけではな
い。結局のところ、執行文付与により起訴責
任を債務者側に転換し、債務者側の請求異議
の訴えを保障していることにより、執行を正
当化しているに過ぎない。 
③ さらに、特に過怠約款における単純執行
文付与の場面では、債権者が執行文付与過程
で事前に何らかの負担を負っているわけで
はないのであるから、事後的な起訴責任分配
として債務者が請求異議の訴えを起こすと
いう負担を負うのは、衡平な手続分配の観点
からは重すぎることになる。 
 そこで、債務者は請求異議訴訟よりも負担
の軽い手続を起動する責任を負うと考える
必要が出てくる。このような観点から、執行
異議（民執 11 条）や執行文付与に関する異
議（民執 32 条）が事後的手続保障の手段と
してあらためて着目されることが明らかと
なる。この考え方については、後掲５.図書
①によって公表した。 
 (3)  このような「起訴責任」の発想は、
執行法分野にとどまるものではないと考え
る。例えば、大阪空港訴訟大法廷判決は、将
来給付の訴えの許容要件として、請求権の基
礎となるべき事実・法律関係の存在及び継続
の予測、債務者に有利な事情変動の明確な予
測可能、 さらに債務者に有利な事実変動が
あった場合に請求異議の負担を債務者に課
しても不当でないことの３つを挙げている。
この３つめの点はまさに判決後の起訴責任
分担であり、将来給付の訴えを許容するか否
かの要件とされている。 
 よって、本研究においてはこのように「起
訴責任」という観念が執行の分野に限らず判
決手続やADRも含めた民事紛争処理過程一般

に適用可能であると考えている。そこで「起
訴責任」というよりは、次の紛争行動を起こ
す責任という意味で「起動責任」という概念
が立てられることになる。つまり、紛争の当
初から終盤までの紛争処理過程全体を対象
とし、また訴訟のみならず様々な手続的選択
肢を考慮に入れたものである。 
 このように、後の手続保障、手続負担の分
配を考慮・整備することによって、実体法上
の請求権の存否が事前には必ずしも明確で
ない場合であっても、手続を一歩進めること
が可能となり、その後の手続の中でさらに当
事者間による調整が可能となると考えられ
るのである。 
 (4) 今後の研究においては、さらに紛争
処理の様々な分野において、この考え方を検
証していく必要があると考えられる。執行手
続の分野だけでなく、先に見た将来給付や、
倒産手続の場面にも応用可能であることを
検証する予定である。 
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